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改正支庁再編条例施行にあたっての自治労道本部の見解

４月１日、改正支庁再編条例が施行され、100年続いた１４支庁体制は９つの「総合振興局」と５つの「振興局」に変わった。堀知事時代から１４年もの歳月をかけて議論してきた支庁制度改革が、現時点の「結論」に到達したわけである。

　しかし“これで新しい地域主権の北海道をつくって行こう”という前向きな高揚感は、道民はもとより市町村にも、そして道庁内にすら無いままのスタートとなった。マスコミ各紙は「２期目公約に掲げた条例施行という形にこだわり、譲歩を重ねた結果、『何のための改革か』という本質がかすんだ」（道新）、「迷走と妥協を繰り返し、改革の理念がうやむやになった」（朝日）、「相次ぐ批判、効果は不透明」（毎日）などと指摘している。

　堀道政で1990年代半ばから検討された支庁制度改革は、道政改革の最重要課題であり、市町村が主体となり道がその連合事務局として自立した北海道地域政府の確立をめざすための柱の一つだった。しかし高橋道政への転換以降、道は「行財政改革の推進」「職員数適正化計画」のみに視点を置き、地域の声に十分に耳を傾けずに強引に進め、協議も難航し続けてきた。その結果が今回の条例施行であり、まさに“道民・市町村不在の迷走する道政”を象徴するものと言わざるをえない。

　自治労道本部はこの間、「単なる道庁の行革ではなく、市町村と北海道自治のための支庁制度改革を」「地域合意なき見切り発車は反対」の立場で、再三知事に対し対道交渉などで指摘してきた。膨大な労力をかけたのに単なる“看板の掛け替え”となった点は、高橋知事の理念とリーダーシップの不在を厳しく指摘すると同時に、施行前の公開協議も最後まで実施しなかった知事の地域軽視の姿勢に強く抗議するものである。

　今、道内の各地域で過疎化・高齢化が進み、経済が衰退している。雇用を求めて人口は都市に流れ、悪循環は続いている。支庁制度改革に問われているのは、こうした疲弊する地域を支えて活性化を図るとともに、厳しい財政の中での公共サービスのあり方や地域医療の維持・再構築などのさまざまな課題に、市町村と手を携えて取り組む道の機能と役割である。

　しかも、高橋道政が支庁制度改革の前提としてきた「市町村合併」と「道州制の進展」も、自民党政治が主導した“狂騒”はすでに過去のものとなり、政権交代した新政府の下で基礎自治体を主体とした新しい地域主権のあり方が検討・推進されている。

　こうした新政権の動向とも連携し、道政の軸足を市町村重視に移して北海道全体の活性化を図るためには、道とパートナーである市町村が相互信頼のもとに連携することが最低限の前提条件である。しかし、今回の一連の改革騒動を通じてその信頼関係を大きく失ってしまった高橋知事の下で再構築は期待できず、新しい道政・新しい知事のリーダーシップが必要である。

　自治労道本部は、今後も道民・市町村のための道政や支庁制度をめざすとともに、各関係団体と連携しながら新しい道政実現に向けた取り組みを強化していく。
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